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 平成 27年度上半期の状況と平成 28年度新目標 

26 年度実績評価凡例

すでに目標を達成している指標Ｓ 着実に目標達成に向かっている指標Ａ

目標に近づいているが、目標達成
には取り組みの強化が必要な指標

Ｂ 数値が目標に近づいていない指標Ｃ
 

1 地球温暖化・エネルギー対策 

1 区内の年間電気使用量 kWh/年
25億3,418万
H22年度比▲

10％

前年比
▲0.5％

24億5,836万 ○
24億4,971万
H22年度比

▲13％

すでに目標を達成したた
め、ここ数年の傾向を踏ま
え、新たな目標を設定

環境政策課

2 区内の年間都市ガス使用量 ㎥/年
1億3,589万

H22年度比▲
2％

前年比
▲0.8％

1億3,478万 ○
1億3,312万
H22年度比

▲4％

すでに目標を達成したた
め、ここ数年の傾向を踏ま
え、新たな目標を設定

環境政策課

3
区内に設置された太陽光パ
ネルの発電容量

kW 25,000 未調査 約19,940 環境政策課

4
区施設での年間電気使用
量

kWh/年
6,586万

H22年度比▲
15％

前年比
＋1.3％

6,900万 環境政策課

5
区施設での年間都市ガス使
用量

㎥/年
337万

H22年度比▲
7％

未調査 314万 ○
308万

H22年度比
▲15％

すでに目標を達成したた
め、ここ数年の傾向を踏ま
え、新たな目標を設定

環境政策課

6 自転車駐車場収容台数 台 64,000
前年比
＋3797
台

59,191 ○ 62,000
駐輪場に空きがあり充足
しているため、現在の収容
可能台数を目標とした。

交通対策課

7 自転車利用環境整備延長 km 1.3 2.5 1.3 ○ 2.5
すでに目標を達成し、28年
度は計画がないので現状
に合わせて目標を設定

交通対策課

8 CO2排出量（区全体） トン/年 256万 参考数値 環境政策課

9 区公共施設CO2排出量 トン/年 38,488 参考数値 環境政策課

26年度
数値

26年度
実績
評価

所管課変更理由指　　　標 単位
27年度
目標値

目標
の変
更

28年度
新目標値

27年度
上半期
の状況

Ｃ

Ｓ

Ｓ

Ｂ

Ｂ

Ｓ

Ｓ
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2 循環型社会の構築

10 ごみ処理量 トン/年
181,687

H22年度比
▲5％

前年比
▲4.7％

182,984 ○ 180,400
目標達成見込みであ
り、新たな目標を設定

ごみ減量推進課

11 資源化率 ％/年 22
前年比
＋0.1ポ
イント

20 ○ 23
目標達成見込みであ
り、新たな目標を設定

ごみ減量推進課

12 区公共施設排出ごみ量 トン/年 2,447 未調査 2,524 環境政策課

13
雨水流出抑制実施率(公共・
民間)

％/年 100
変化
なし

100
企画調整課
開発指導課

所管課指　　　標 単位
27年度
目標値

27年度
上半期
の状況

26年度
数値

26年度
実績
評価

目標の
変更

28年度
新目標値

変更理由

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｓ

3 健康・安全なくらしの確保

14
ダイオキシン類環境基準適
合率（大気）

％/年 100
変化
なし

100 生活衛生課

15 硫黄分規制値適合率 ％/年 100 未調査 100 生活環境保全課

16
適正管理化学物質の環境へ
の排出率

％/年 0.18 未確定 0.24 生活環境保全課

17
工場等排水水質規制基準適
合率

％/年 100 未調査 100 生活環境保全課

18
浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）環
境基準適合率

％/年 100 未確定 100 生活衛生課

19
主要幹線道路の自動車騒音
常時監視の夜間適合率

％/年 75.0 未調査 90.7 生活衛生課

20
区施設における地上50セン
チメートルの空間放射線量

毎時
マイクロ
シーベル

ト
/年

0.25未満 未確定 0.25未満 生活衛生課

28年度
新目標値

変更理由 所管課指　　　標 単位
27年度
目標値

27年度
上半期
の状況

26年度
数値

26年度
実績
評価

目標の
変更

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｃ

Ｓ

Ｓ
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4 人と自然の豊かなふれあいの創出 

21

区内８河川のうちＢＯＤ５以
下（生活環境の保全に関す
る環境基準：Ｃ類型）を満た
す河川

河川/年 6
7月調査
7河川

7 生活衛生課

22 ビオトープ数（学校） か所 14
変化
なし

14 学校施設課

23 農業体験学習 校/年 71
前年比
＋13校

80 産業振興課

24 生産緑地面積 ha 36
変化
なし

33.38 都市計画課

25
自然観察会等開催回数（年
間）

回/年 310
前年比
＋63回

236 公園管理課

26 体験教室等開催回数（年間） 回/年 300
前年比
＋16回

237
環境政策課
公園管理課

27
川の魚（外来種を除く）の種
類

種/年 29 参考数値

28 野鳥の種類 種/年 73 参考数値

指　　　標 単位
27年度
目標値

27年度
上半期
の状況

26年度
数値

26年度
実績
評価

目標の
変更

28年度
新目標値

変更理由 所管課

Ｓ

Ｓ

Ｂ

Ｃ

Ｓ

Ｂ

5 環境に配慮したまちづくり

29 緑視率 ％/年 15.8 未確定 15.1 みどり推進課

30 公園面積率（公園率） ％/年 6.0
変化
なし

6.0 みどり推進課

31 緑化計画書提出割合 ％/年 100 97% 93 みどり推進課

32 保存樹林指定か所数 か所 21 21 20 ○ 22
すでに目標を達成し、年
１か所の指定を目標とし
た。

みどり推進課

33 電線地中化延長数 ｍ 11,900
変化
なし

8,180 企画調整課

34 区立学校緑被率 ％/年 14
変化
なし

14 ○ 15
すでに目標を達成し、屋
上緑化の整備を予定して
いるため。

学校施設課

35 空地適正管理指導是正率 ％/年 100 58% 96 生活環境保全課

36 小型雨水貯留槽設置台数 台 350
前年比
＋8台

315 環境政策課

26年度
数値

26年度
実績
評価

目標の
変更

28年度
新目標値

変更理由 所管課指　　　標 単位
27年度
目標値

27年度
上半期
の状況

Ｂ

Ｓ

Ａ

Ｂ

Ｓ

Ｂ

Ｂ

Ａ
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6 環境を学び、実践の輪を広げる

37
身近な環境配慮行動に取り
組む人

人 100,000超 未確定 96,395 環境政策課

38
省エネノート（あだち区民環
境家計簿）登録数

世帯 5,000
前年比
＋94

4,704 環境政策課

39
あだちエコネット事業登録者
数

人 83,500 未確定 73,230 ごみ減量推進課

40
環境に関するリーダー・ボラ
ンティアの数

人 337 339 344 ○ 345
すでに目標を達成したた
め、ここ数年の傾向を踏ま
え、新たな目標を設定

産業振興課
まちづくり課
公園管理課
環境政策課

41
夏休み子どもエコプロジェク
ト提出者

人 23,200 22,459 18,117 ○ 26,900
累計値のため、平成２７年
度の想定を上乗せ

環境政策課

42
環境に関するイベント参加者
数

人/年 62,000 223,838 271,938 ○ 250,000
すでに目標を達成したた
め、来年度の事業計画を
踏まえ、新たな目標を設定

環境政策課
公園管理課

43
環境マネジメントシステム（Ｉ
ＳＯ14001、エコアクション21）
の認証を取得した事業所数

事業者 130 116 118 中小企業支援課

44
地域で自主的に美化活動を
している団体数

団体 60
前年比
＋112
団体

245 ○ 300

事業内容を見直した結果、
団体数が増加し、目標を達
成したたため、新たな目標
を設定

地域調整課

45
環境学習講座等対応数
（再生館講座、学び応援隊）

件/年 84
前年比
＋７回

204 ○ 180
すでに目標を達成したた
め、来年度の事業計画を
踏まえ、新たな目標を設定

環境政策課

46
キッズISO14000プログラム
初級編応募数

％/年 1,500 727 893 環境政策課

47 こどもエコクラブ登録団体数 団体 15 2 1 ○ 5
目標値が現実的でないた
め下方修正

環境政策課

26年度
数値

26年度
実績
評価

目標の
変更

28年度
新目標値

変更理由 所管課指　　　標 単位
27年度
目標値

27年度
上半期
の状況

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｓ

Ａ

Ａ

Ｓ

Ｃ

Ａ

Ｓ

Ｓ
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 今後のスケジュール 
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 足立区の人口の将来推計 
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1 地球温暖化の現状 

(1)ＩＰＣＣ第 5次報告書 

2013 年にＩＰＣＣ（国連気候変動に関する政府間パネル）が、世界の科学者が発表

する論文や観測・予測データから、政府の推薦などで選ばれた専門家が報告書をまと

めた。報告書の概要は以下のとおり 

・20 世紀半ば以降に観測された温暖化の要因は人間活動である可能性が 95％以上 

・大気中の二酸化炭素は、過去 80 万年間で前例のない水準まで増加 

・1880～2012 年において、世界平均地上気温は 0.85℃上昇 

・最近の 10 年間の世界平均地上気温は、1850 年以降のどの 10 年間よりも高温 

・対策をとらない場合、今世紀末までの世界平均地上気温の変化予測は最大 4.8℃上昇

し、世界平均海面水位の上昇予測は最大 82 センチ 

・産業化前からの世界平均気温上昇を 2℃以内に抑える国際的な目標を達成するために

は、2050 年には世界全体で 2010 年と比べて 40～70％温室効果ガス排出量を減らし、

2100 年にはゼロまたはマイナスの排出量にすることが必要 

(2)世界気象機関（ＷＭＯ）の発表 

2015 年 11 月 世界の主要な温室効果ガス濃度（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素）

の 2014 年の年平均濃度はそれぞれ観測史上最も高かったことを発表 

2015 年 12 月 今年の世界平均気温が観測史上最高となるという見通しを発表 

(3)気象庁気候変動監視レポート 2014 

 ・世界の年平均気温は 100 年あたり 0.70℃、日本の年平均気温は 1.14℃の割合で上昇 

 ・日本の降水の日数は減少傾向にあるが、日降水量 100 ミリ以上の日数は増加傾向 

 ・アメダスでの 1時間あたり 50 ミリ以上の降水の観測回数は、増加傾向にある。 

 

2 地球温暖化対策の新たな国際的な枠組み 

2015 年 11 月 30 日から 12 月 13 日まで、フランス・パリにおいて開催された国連気

候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）で、「パリ協定」が採択された。主な内容

は以下のとおり。 

①世界共通の長期目標として気温上昇 2℃以内だけでなく、1．5℃以内を言及 

②すべての国が削減目標を 5年ごとに提出・更新 

③共通かつ柔軟な方法でその実施状況を報告し、第三者の検証を受ける 

④温室効果ガス排出削減・吸収に貢献するため、途上国の状況に対応した技術移転や

対策実施の仕組みを構築 

⑤森林吸収源の保全・強化や、途上国における焼畑農業など森林を減少させ、劣化さ

せることによる排出を抑制するしくみ 

⑥気候変動の影響に適応するための長期目標の設定及び各国の適応行動の実施 

⑦先進国が引き続き資金を提供、途上国も自主的に資金を提供 

⑧5年ごとに世界全体の状況を把握する仕組み 
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3 国の温室効果ガス排出量の削減目標 

平成 27 年 7 月、「日本の約束草案」において 2030 年度に向けた我が国の温室効果ガ

ス削減目標を「2030 年度に 2013 年度比で 26％減」とした。 

このうち、エネルギー起源のＣＯ２を 25％削減することを目標としている。この目標

には、各部門別に目安となる排出量が定められており、業務部門、家庭部門では約 40％

の削減を想定している。また、ＣＯ２を排出する火力発電の割合が 56％に減るため、総

発電量が 13％増えても、発電に伴うＣＯ２排出量を約 28％削減できる見込みである。 

 

各部門の排出量の目安 

 2013 年度の排出量 2030 年度の目安 削減率 

産業 4 億 2,900 万トン 4 億 100 万トン 6.5％ 

業務その他 2 億 7,900 万トン 1 億 6,800 万トン 39.8％ 

家庭 2 億 100 万トン 1 億 2,200 万トン 39.3％ 

運輸 2 億 2,500 万トン 1 億 6,300 万トン 27.6％ 
 

目標積み上げに用いた発電構成 

 2013 年度 2030 年度の想定 

発電量 9,397 億ｋＷｈ 1兆 650億ｋＷｈ 

再生可能エネルギー 11％ 22～24％ 

原子力 1％ 22～20％ 

火力（石炭・天然ガス・石油） 88％ 56％ 

 

4 国の気候変動の影響への適応計画 

昨年 11 月に、気候変動が日本にどのような影響を与えるかを予測・評価を実施し、

その結果を踏まえ、適応策を政府全体の総合的・計画的な取組として取りまとめた。 

今後おおむね 10 年間を計画期間として適応策を推進し、気候変動の影響による国民

の生命、財産及び生活、経済、自然環境等への被害を最小化あるいは回避し、迅速に回

復できる安全・安心で持続可能な社会の構築を目指し、次の７つの分野で、適応の基本

的な施策が示されている。また地方公共団体の気候変動影響評価や適応計画策定支援の

モデル事業を実施し、ガイドラインを策定することが盛り込まれている。 

分野 主な影響 主な適応策 

農業・林業・水産業 農作物の品質低下 品種改良、栽培時期の変更 

水環境・水資源 水質の変化、渇水の増加 流入負荷の低減対策 

自然生態系 植生の変化、野生鳥獣の拡大 モニタリング、生態系の保全 

自然災害・沿岸域 水害、土砂災害、高潮 施設整備、防災まちづくり 

健康 熱中症、感染症の増加 予防策、対処方法の啓発 

産業・経済活動 レジャーや生産活動の変化 適応の技術開発 

国民生活・都市生活 ライフラインへの影響 物流、交通、インフラの整備 
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5 東京都環境基本計画（中間まとめが公表され、現在策定中） 

(1)計画の対象  

①気候変動・エネルギー 

②資源循環 

③自然環境 

④大気・水・土壌・化学物質など 

⑤その他 

(2)計画の期間 

2020 年と 2030 年をターゲットとした目標を設定 

(3)分野別目標・施策 

分野別目標 分野別施策 

1．スマートエネルギー都市

の実現 

1．省エネルギー対策・エネルギーマネジメント等の推進 

2．再生可能エネルギーの導入拡大 

3．水素社会の実現に向けた取組 

2．3R・適正処理の促進と「持

続可能な資源利用」の推

進 

1．「持続可能な資源利用」の推進 

2．静脈ビジネスの発展及び廃棄物の適正処理の促進 

3．災害廃棄物対策の強化 

3．自然豊かで多様な生きも

のと共生できる都市環

境の継承 

1．生物多様性の保全・緑の創出 

2．生物多様性の保全を支える環境整備と裾野の拡大 

4．快適な大気環境、良質な

土壌と水循環の確保 

1．大気環境等の更なる向上 

2．化学物質による環境リスクの低減 

3．水環境・熱環境の向上 

5．環境施策の横断的・総合

的な取組 

1．多様な主体との連携 

2．持続可能な都市づくりに向けた環境配慮の促進 

3．実効性の高い環境行政の推進に向けた体制の充実 

出典：「東京都環境基本計画のあり方について（中間のまとめ）」（東京都環境審議会） 

(4)温室効果ガス削減目標について 

都内温室効果ガス排出量については、2030 年までに東京の温室効果ガス排出量を

2000 年比 30％程度削減し、国や他都市をリードする意欲的な目標水準とするべきであ

る。 
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 第二次足立区環境基本計画（改定版）の施策体系 

 

1．地球温暖化・

エネルギー対策

2．循環型社会の構

１省エネルギー行

動の継続と拡大

２再生可能エネル

ギーや未利用エネ

ルギーの利用促進

３設備・機器の更

新などエネルギー

の効率的な利用

４ 自動車での移動を

自転車・公共交通に

転換

５ 区施設や区の事

業での率先的な取組

み

６ フロン回収の促進

（１）省エネルギー行動の継続

（２）省エネルギーを促進するしくみ

（１）再生可能エネルギーの活用

（２）廃棄物焼却の熱エネルギー利用

（３）スマート・コミュニティの形成

（４）地域分散型エネルギーの確保

（１）省エネルギー機器の普及･導入促進

（２）エネルギーの効率的な利用

（３）新たなエネルギー技術の利用

（４）事業者の設備機器更新の支援

（５）省エネルギー住宅・建物の普及促進

（６）ＥＳＣＯ事業の導入の検討

（１）公共交通・自転車の利用の拡大

（２）エコドライブの推進

（３）環境性能の高い自動車の普及促進

（４）公共交通網の整備

（５）自転車利用の環境整備

（１）区の事務事業における地球温暖化対策

の推進

（２）区施設における環境配慮の推進

（３）環境イベントにおけるカーボン・オフセット

の導入

（１）フロン回収システムの啓発

（１）情報収集・普及啓発

（２）ヒートアイランド現象の抑制

１ ３Ｒの推進とごみ

の減量

２ 資源化の推進

３ 協働による廃棄物

処理

４ 廃棄物適正処理

の推進

５ し尿の適正処理の

推進

６ 水資源の有効活
用

（１）循環型社会ヘの意識形成と行動

（１）家庭ごみの資源化の推進

（２）事業系ごみの資源化の推進

（３）区公共施設が率先して取り組むごみ

の減量

（４）イベントのごみ削減

（５）資源ごみ持去り防止に向けた対応

（１）区民と協働で行う処理

（２）事業者と協働で行う処理

（１）家庭系廃棄物の適正処理の推進

（２）事業系廃棄物の適正処理の推進

（１）し尿の適正処理の推進

（２）し尿収集家屋への対策

（１）水資源の節約

（２）水の循環の推進

（３）雨水流出抑制

4．人と自然の豊

かなふれあいの

創出

１ 水と緑と豊かな自

然の整備・保全

２ 自然にふれあい、

学ぶ機会の提供

３ 生物多様性保全

の啓発

（１）ビオトープの活用

（２）いこいの森の整備

（３）水と緑のネットワークの整備

（４）河川の水質の向上

（５）荒川河川敷緑地の整備

（６）公園・緑地の整備・管理運営

（１）自然や生きものとのふれあいを楽しむ

機会の提供

（２）自然や生きものの情報提供

（３）自然環境の保全に向けた人づくり

（４）緑の循環の促進

（５）区外施設の活用

（１）生物多様性の普及啓発

（２）自然や生きもののモニタリング

地球にやさしいひとのまち

７ 温暖化が進む気

候への適応

3．健康・安全なく

らしの確保

１ 工場・事業者等へ

の公害規制指導

２ 公害苦情の相談

３ 大気・水質・空間

放射線量等の定期

的な測定

（１）工場・指定作業場などの認可等におけ

る公害防止推進

（２）環境アセスメント

（３）大気汚染の防止

（４）自動車排気ガス対策の推進

（５）光化学スモッグ対策の充実

（６）水質汚濁の防止

（７）河川水質浄化対策の推進

（８）騒音・振動の防止

（９）自動車騒音対策の推進

（10）悪臭の防止

（11）地盤沈下の防止

（12）有害化学物質の適正管理制度による

排出量抑制の推進

（13）土壌・地下水汚染対策の推進

（14）ダイオキシン類対策の推進

（15）アスベスト（石綿）飛散防止対策の推

（１）公害防止支援の推進

（２）公害苦情の相談受付の充実

（１）大気汚染の調査

（２）河川水質の調査

（３）自動車騒音・道路振動の調査

（４）空間放射線量の調査

5．環境に配慮し

たまちづくり

6．環境を学び、

実践の

１ 緑の基本計画によ

る緑化の推進

２ 良好な景観の保全

と創造

３ 地域の個性を生か

したまちづくり

４ 住環境の快適性の

向上

（１）区内全域での建築行為等による景観

形成

（２）届出による景観形成

（３）事前協議による景観形成

（４）公共施設の活用による景観形成

（５）景観資源の保全・活用による景観形成

（６）開発指導

（１）地区環境整備事業の推進

（２）法定地区計画の推進

（３）区画整理事業の推進

（４）建築指導の充実

（５）建設リサイクルの推進

（６）区施設の整備・活用

（１）日照阻害の防止

（２）日照阻害に係る相談・調整の充実

（３）シックハウス・シックビル対策

（４）空地の適正管理の推進

（５）土地・建築物の適切な利用・管理の推

進

１ 自主的な活動を促

すしくみと活動の場づ

くり

２ 環境教育の充実

３ 地域で先導的な役

割を担う人材の育成

４ 有用な環境情報

の効果的な提供

（１）協働の取組みを活性化するしくみ

（２）協働取組みの環境の整備

（３）地域コミュニティ活動の推進

（４）活動の場・拠点づくりとその活用

（５）事業者との協働による取組みの推進

（６）個人の自主的な活動を促すしくみの強

化

（１）環境教育の推進

（２）環境学習の推進

（１）人づくりとその活用

（１）環境情報の整備・活用

（２）有用な情報のわかりやすい提供

（１）緑化基準による推進と支援

（２）地域の緑の保全

（３）農地の活用

（４）緑のカーテン・屋上緑化の普及促進

（５）緑・水面の保全と創出
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